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はじめに 

 

 中同協新型コロナウイルス対策本部が発足して 2年が過ぎ、感染対策はすすんできたも

のの、中小企業経営への影響は、ウクライナ侵攻や円安などで複合的に広がっており、資

金繰りや価格転嫁対応も急務となっています。 

 目先の対応に追われがちな中で、ポスト・コロナ（コロナ禍からコロナ後）社会を見据

えつつ、経営者はアンテナ高く、企業家精神を発揮し地域課題や社会課題を視野に新たな

事業を創造していくことが期待されています。 

 対策本部では 2020 年 9 月からポスト・コロナ研究を行い、昨年 8月までに 10 回にわた

る研究を積み重ねるとともに、その後の感染爆発を経験し、その経験も教訓にしてまとめ

たもので、5月 12 日の中同協正副会長会議で報告・発表しました。 

 ポスト・コロナの企業づくりの視点として、以下の６点についてまとめました。①理念

と手段の切り分け、②業界動向と自社の立ち位置を把握する、③事業再構築、企業変革へ

の機会とらえる、④金融問題への対応、⑤人材育成、地域課題への取り組み⑦企業づくり

の基本「労使見解」の学びなおしと経営姿勢の確認。 

 また今後の同友会運動のあり方として、①先進性とぶれない中小企業像、②危機におけ

る同友会の意義の評価と役割発揮、③地域づくりにおける中小企業団体との連携と同友会

としてのリーダーシップの発揮の 3点にまとめています。 

 会員企業および各同友会でこのまとめを活用いただくとともに、会員にとどまらず地域

の経営者や自治体にも学習を呼び掛け、「企業を守り、地域を守る」ために、同友会運動

に確信を持ち、取り組みをすすめましょう。 

中同協新型コロナウイルス対策本部 
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ポスト・コロナ研究について 

＜趣旨＞ 

新型コロナウイルスで中小企業や地域経済が大きな影響を受け、社会のあり方が変化していく中、

中小企業や同友会としてどのように変化をとらえ、対応していくべきかを研究し、発信する。 

＊「ポスト・コロナ」とは、コロナ禍からコロナ後の期間をさす。 

 

＜参加メンバー＞ 

 1～5 回は新型コロナウイルス対策本部メンバー（中同協三役会）のみ。 

 6 回より同メンバーに加えて、中同協副会長、各委員会・連絡会代表、事務局次長などを対象とする。 

 

＜実施経緯＞ 

 中同協新型コロナウイルス対策本部では、7月 1 日に発表した「7月以降の方針」で、「中同協の活動：

ポスト・コロナ社会へ向けた企業経営と同友会活動の研究と発信」として、「ポスト・コロナ社会へ向け

た研究：経営者、研究者（経済分野、社会学分野、教育学分野）、金融機関関係者、行政関係者などを交

えた研究の場の設定」を掲げ、同年 9 月より翌年 2021 年の 8 月まで 10 回にわたる研究会を実施した。 

 

＜実施内容＞（開催日程、テーマ、報告者） 

第 1 回 2020 年 9 月 28 日 

テーマ「With コロナ、Post コロナ時代の中小企業と同友会を考える」 

       報告者：應義塾大学 教授 植田浩史氏（中同協企業環境研究センター座長） 

第 2 回 2020 年 10 月 28 日 

テーマ「経営指針の強靭化に向けた統計（ビッグデータ）活用術」 

       報告者：経済産業省 調査統計グループ 統計企画室 統計解析専門職 田中幸仁氏 

第 3 回 2020 年 11 月 24 日 

テーマ「ポスト・コロナに向けた仕事の世界の展望と労使関係」 

       報告者：ILO 駐日事務所プログラムオフィサー 田中竜介氏 

第 4 回 2020 年 12 月 21 日 

テーマ「サービス産業の生産性向上～「生産性経営」への転換をどう図るか」 

    報告者：産業戦略研究所 代表 村上 輝康氏（サービス産業生産性協議会 幹事） 

第 5 回 2021 年 1 月 29 日 

テーマ「コロナ禍と中小企業金融の中長期的課題」 

    報告者：立教大学 准教授 飯島寛之（中同協企業環境研究センター委員） 

第 6 回 2021 年 3 月 22 日 

テーマ「ポスト・コロナの先導者としての中小企業家の役割：激動をよき友に」 

    報告者：明治大学ビジネススクール 専任教授 藤岡資正氏 

    （中同協企業変革支援プログラム改訂プロジェクトアドバイザー） 

第 7 回 2021 年 4 月 23 日 

テーマ「中小企業は社会の主役」～中小企業再編論は SDGｓに逆行 

    報告者：横浜国立大学名誉教授 三井逸友氏     

第 8 回 2021 年 6 月 18 日 

 テーマ「地域に根差した中小企業の重要性と展望」 

    報告者：京都大学 名誉教授 岡田知弘氏 

第 9 回 2021 年 7 月 21 日 

テーマ「人の成長を促す企業と地域の『共に育つ』力～教育のあるべき姿」 

    報告者：花園大学 社会福祉学部児童福祉学科 教授 植田健男氏 

第 10 回 2021 年 8 月 26 日 

  テーマ「今後の同友会運動への期待」 

    報告者：中小企業家同友会全国協議会 顧問 田山謙堂氏  
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第 1回 2020 年 9 月 28 日 

テーマ「With コロナ、Post コロナ時代の中小企業と同友会を考える」 

       報告者：應義塾大学 教授 植田浩史氏（中同協企業環境研究センター座長） 

 

コロナの感染症で考えておくこと、人類と感染
症についてどのような意味があるか。感染症は歴
史的に何度も経験しているものである。 
コロナの「収束」（現在進行形）、「終息」（現在
完了形）とで、混乱がある。「終息」は現在まった
く見えてこない。経済生活と感染抑制とのバラン
スは、常に考えておくことになる。 
21 世紀の現在、起きている感染症で注視すべき

こと。①グローバル化で急速な拡大。国境で抑制
することで世界経済の急速な悪化。②IT の時代で
IT の利活用が大きく関係してくるので重視する
必要がある。③国内、国家間の格差の拡大。政治
的利用も憂慮される。 
考えるべきことは①ワクチンの活用で一時的
に収束となるが、世界的な収束はかなり先になる。
影響は長期化する。②オリンピックは楽観視でき
ないこと。 
DOR（同友会景況調査報告）リーマンショックと
の比較。①2019 年からの悪化にコロナでの悪化で
複合的な不況に。②リーマンより一気に悪化。③
リーマン時には業種別に出方が異なったが、コロ
ナでは業種を超え一気に悪化。今後の状況次第で
悪化は続く。④借入がリーマンより短期間で急激
に増えているが、資金繰りに余裕がある企業も借
入を増やし、さらに資金繰りに余裕がある状況。
日銀短観とは全く異なる方向。3月 31 日の中同協
会長談話の①にあげられていた資金手当てをと
いう呼びかけの影響大。会員の日常的な金融機関
との情報交換も功を奏し
ている。三つの目的の実践
が評価される。 
熊谷亮丸『ポストコロナ
の経済学』日経 BP 社が論
じる 8つの構造変化から、
以下の３点が中小企業に
大きな影響があると感じ
る。①「利益至上主義から
SDGs を中心に据えた資本
主義へ転換」：成長効率性
から格差分配へ変化しつ
つあること。②「リモート
社会（非接触型社会）到来
で、企業経営に激震」：テレ
ワークやオンラインの活
用で対面からリモートに

切り替わっていく場面が増える。接触型産業と非
接触型産業が新しい需要、新しい経済を生み出し
ていく。シェアリングエコノミーから変化も。③
「中央集権型から分散型ネットワークの時代
へ」：地方でやれることとは地方、分散型でできる
ことは分散してという流れができる。 
「ビフォーコロナ」は経済のグローバル化で、
グローバル経済、日本経済、地域経済が一体化。
コロナで変化し、その先にはパワーバランスの変
化、グローバルサプライチェーンの変化など構造
変化がある。新たな経済社会へ。2021-25 年の未
知数が多く一番見えてこない。短期・中期・長期
の三段階の思考が重要。流動的な環境変化を、幅
をもって必要なことを考える。長期的にはトレン
ドが見えているのでそれに合わせていく。 
大企業と同じ基準で中小企業の生産性を重視
するという考え方のアトキンソン氏は、中小企業
の統廃合で生産性を上げていくというが、コロナ
時のバラマキ批判や地域金融機関の再編などに
つながり、強まっていく可能性がある。 
同友会に期待する役割は、阪神淡路大震災、東
日本大震災、コロナ大不況など、危機における同
友会の意義が高く評価される。先進性とぶれない
中小企業像。日本の未来地域の未来における中小
企業の役割を重視し、3 つの目的を持った運動。
コロナ大不況の中で中小企業が生き残っていき
発展していくためにも、同友会運動の方向性と課
題を明確に持っておく必要性がある。 
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第 2回 2020 年 10 月 28 日 

テーマ「経営指針の強靭化に向けた統計（ビッグデータ）活用術」 

     報告者：経済産業省 調査統計グループ 統計企画室 統計解析専門職 田中幸仁氏 

（中同協経営労働委員会アドバイザー） 

コロナ禍に限らず、近年、中小企業を取り巻く経

営環境の変化は激しさを増しており、これまでの

「カン・コツ・ケイケン」による経営戦略が通用

しない新たな時代を迎えている。 

 

経営者は自社に関する情報はしっかり把

握しているが、「自社の業界」や「得意先の業

界」がどのような状況なのかを定量的に把握

することができるのは統計データだけであ

る。自社を取り巻く経営環境が追い風なの

か、向かい風なのかで取るべき戦略は大きく

異なるが、社員に対して、取引先に対して、

金融機関に対して、自社の経営戦略の正しさ

を「定量的に」、「自信を持って」説明できて

いる経営者がどれだけいるだろうか。With コ

ロナ、アフターコロナという言葉をよく耳に

するが、コロナ前から中長期的に売上が減少

している業界は、残念ながらコロナが収まっ

ても回復する可能性は低いため、先ずは、コ

ロナ前の業界はどうだったのかをしっかり

確認することが重要である。 

 

 また、統計データは経営戦略だけでなく、

ビジネスチャンスを探す際にも活用できる。

例えば、政府統計を公開しているポータルサ

イトでは、地図に統計情報を表示させる機能

を無料で使うことができる。地域密着型のサ

ービス業や小売業の場合、売上は地域の人口

に大きく左右されるが、インターネット検索

エンジンでお店の情報は表示できても、地域

の人口情報は確認することができない。しか

し、地図表示機能を活用することで、自社の

商圏人口が増えているのか、減っているの

か、どこの地域でどのような増減があるのか、な

どの情報を把握し、店舗戦略や広告戦略に活用す

ることができる。 

 

 更に、コロナ禍でも、コロナ禍だから、伸びて

いる業種や製品も統計データで把握することが

できる。例えば、感染予防対策として手洗いが推

奨されているが、それに伴い手洗い用液体石けん

や手を拭くためのタオル用紙の生産・出荷が 2019

年から 2020 年に掛けて大きく増加しており、そ

のような動きは経済産業省生産動態統計調査

（1600 品目の鉱工業製品について、毎月、生産・

出荷・在庫を実数で公表している統計）で確認す

ることができる。伸びている分野を定量的に把握

することができると、そこに付随する新たなビジ

ネスチャンスをいち早く見つけ出すこともでき

るのではないだろうか。 

 

 政府の統計データに対して苦手意識を持たれ

ている方も多いが、だからこそ活用方法を身に

付けることで、他社と大きな差別化ができると

も言えるのではないだろうか。政府統計データ

は、誰でも、無料で、活用できる国内最大規模

のビッグデータあるため、同友会の皆さんが一

生懸命に策定された経営指針を実効性ある経営

戦略に昇華させるため、是非、積極的に統計デ

ータを活用いただきたい。
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第 3回 2020 年 11 月 24 日 

テーマ「ポスト・コロナに向けた仕事の世界の展望と労使関係」 

       報告者：ILO 駐日事務所プログラムオフィサー 田中竜介氏 

国際労働機関（ILO）は労働の課題を扱う
国際機関で、1919 年第１次世界大戦後設立
し、1946 年に国際連合の専門機関となる。
加盟国は現在 187 で、条約勧告（国際労働
基準）の策定・適用、監視技術協力、訓練・
教育や調査・研究などを行っている。各国
の政府、使用者、労働者代表の三者構成で、
「すべての人にディーセント・ワークを」
をめざしている。これは「持続可能な開発」
の原動力であり、SDGs の目標８「働きがい
も経済成長も」で「包摂的かつ持続可能な
経済成長及びすべての人々の完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人間らしい
雇用（ディーセント･ワーク）を促進する」
として、2030 年までに 6億人以上の新たな雇用を
創出し、 1 日 2 ドル以下で暮らす 7億 8000 万人
の人々の生活向上を目指す。 
ディーセント ・ワークとは「働きがいのある 
人間らしい仕事＝人間としての基本的権利と安
全や収入に関する労働条件についての労働者の
権利を尊重する仕事」で、「実現のための 4つの戦
略目標」は①仕事の創出②社会的保護の拡充③社
会対話の推進と紛争解決④仕事における基本的
人権の保障＋横断的目標としての男女平等。 
コロナによる変化は働き方、ビジネスオペレー
ション、産業構造、消費行動や社会生活、医療や
教育など幅広い分野に現れている。三菱総研によ
れば変化の中でも人間の多様な本質的欲求（本源
需要）を見つめなおし、デジタルとリアルの融合
で需要に対応し高付加価値化を図る好機ととら
える企業もあるという。一方危機もある。失業や
労働時間の減少による減収、職場閉鎖、事業崩壊
の危機、インフォーマル経済（16 億人が打撃を受
けるセクターに従事し 6割の収入源）は社会の安
定性を脅かしている。またコロナは若者へ不均衡
に大きく影響している。日本の自殺者はコロナで
急増し（特に女性）、外国人労働者、非正規雇用、
障害者、フリーランス、インフォーマル労働とい
った社会的に脆弱な立場の人々が、より苦しい立
場に置かれている。 
国際労働基準にもとづいたコロナと戦うため
の 4つの政策の柱として ILO が提唱するのが①経
済と雇用の刺激②企業、雇用、所得の支援③職場
における労働者の保護④解決に向けた 社会対話
の活用（使用者 労働者団体の能力とレジリエン
スの強化、政府の能力強化、社会対話、団体交渉、
労使関係の制度とプロセスの強化）である。 
「私たちの前には、気候変動やデジタル変革、人
口動態の変化といった、もはや先延ばしできない
恒常的な課題と共に、このパンデミックが光を当

てた不公正に取り組む作業が待っているだろう。
これこそがより良いノーマルとして、20 年の世界
的な緊急事態がもたらす長期的レガシー（遺産）
となるべきだ」と Guy Ryder ILO 事務局長は述べ、
創造的復興（Build Back Better）と強靭性
（ Resilience ）の獲得を強調している。 
コロナ禍では、経済・グローバル化、人口動態、
技術、環境の４つの仕事の世界の変化への対応に
おける「人間中心のアプローチ」が注目されてい
る。ポスト・コロナに向けて、技術革新に対応す
るための生涯学習、公正な移行への対応、ジェン
ダー平等、社会的保護が必要となる。賃金、働く
時間などテレワークでの革新的労働時間ルール
など制度への投資が求められる。 
ポスト・コロナの労使関係は、レジリエンス（強
靭性）の獲得を。労働安全衛生を中心に据えた 
QCD の向上、自己規律化（ Self Discipline ）を
促すボトムアップの仕組みなどの好事例がある。
労働者の声に耳を傾け、信頼関係を構築すること
によりコロナのような社会経済危機も労使協調
で乗り越えていける余地がある。 
「労使見解」は①結社の自由、団体交渉権の本
質を描写②対等な労使関係、人間中心のアプロー
チの核心をつく③変革や危機を乗り越える強靭
性の基礎を説くなど、普遍的価値を反映しつつ、
日本的で、持続可能性に寄与する労使関係のモデ
ルとなっている。更なる高みを目指して①多様
性・包摂性・柔軟性の価値観②持続可能なビジネ
スの創出③脆弱性を有する人々への配慮④グロ
ーバルビジネスの視点を。 
コロナは経済社会の脆弱性と社会的不公正を
浮き彫りにしたが、その中でも労使関係を強固に
して事業の発展の機会としたり、社会的保護を拡
大して脆弱層を救済したりといった努力が見ら
れる。「労使見解」は人間中心のアプローチを体現
する側面もあり、SDG 目標 8 とも整合するため、
ポスト・コロナに向けて改めて議論されるとよい。 
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第 4回 2020 年 12 月 21 日 

テーマ「サービス産業の生産性向上～「生産性経営」への転換をどう図るか」 

    報告者：産業戦略研究所 代表 村上 輝康氏（サービス産業生産性協議会 幹事） 

 
 新型コロナ危機は、「社会システム危機」としての不測事態であり、1973 年の第 1 次オイルショック
で高度成長が一気に止まり、マイナス成長になったときに匹敵。この時は、石油備蓄政策と、省エネル
ギー型産業構造への転換で、1980 年代の Japan as No1 の新常態を実現した。 
不安と恐怖がもたらした「コロナパニック」は、3 月 13 日の特措法制定、2 月 27 日の全国学校の休
校、4月 7 日と 16 日の二回にわたる緊急事態宣言によって、全国的な外出自粛、休業要請、各種施設の
使用制限等の感染症対策が次々に打ち出された。 
コロナは、消費者感染、労働者感染、外出自粛、越境移動自粛、休業要請、休校要請、施設使用制限、
テレワーク推奨、必須労働従業者出勤要請、必須労働従業者感染という 10 のインパクトを生み出した
がこれらが、産業に及ぼした影響は①顧客接点が外出自粛等でなくなってしまった事、 ②施設の利用
制限等によって、企業活動全般の売上や利益が蒸発してしまった事、③休業要請等によって社会経済シ
ステム全体が機能停止に追い込まれた事の３つ。このうち、個別企業や ICT が対応できたのは、顧客接
点でだけで、他は手の施しようがなかった。 
リーマンショック後の日本の成長率は低迷し、潜在成長率が１％程度の経済に、戦後最大のマイナス
成長が到来。確実なのは、持続的な
サービス・イノベーション（付加価
値／人の向上）が不可欠であるとい
うこと。 
ポスト・コロナの企業活動では、
「新常態実現」の目標像として「三
密回避型産業構造の確立」をあげた
い 。サービス が顧客接点での三密
の回避。サービスは、「密接に対して
は、非接触」、「密集に対しては遠
隔」、「密閉に対しては超臨場」とい
う価値を産業構造が実現するのに
寄与すべき。生産性向上や付加価値
の拡大に貢献する兆しを選別し、制
度とビジネスを統合して社会実装
を進めるべき。これは、サービスイ
ノベーションの目標像であると同
時に、DX の目標像。非接触：チケッ
トレス、ロボット化。遠隔：遠隔医
療・製造、無人店舗。超臨場感：臨
場感ライブ、臨場感会議。 
日本経済の本質的な課題は、「生

産年齢人口の減少」。同一水準の経済活
動に必要な労働力の獲得が困難になる
「労働力喪失時代」を迎え、需要の縮
退が急速に進む。それに対応できるよ
う経済社会のしくみを抜本的に変え
る。 
日本生産性本部『 労働力喪失時代の 
｢スマートエコノミー ｣をめざして 』
では、3つの提言を行う。 
包括的に対応するためには、マクロ
の経済規模の「成長戦略」から、労働
者一人当たりの付加価値の抜本的拡大
を柱とする「生産性向上戦略」に、国
をあげて転換し、高生産性社会経済シ
ステムの実現に大きく舵を切る意志が
必要。企業は、「成長経営」から「生産性経営」への転換に真剣に取り組むべきである。 
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第 5回 2021 年 1 月 29 日 

テーマ「コロナ禍と中小企業金融の中長期的課題」 

    報告者：立教大学 准教授 飯島寛之（中同協企業環境研究センター委員） 

 

コロナによる金融分野での課題は、短期
的には資金繰り、中期的には追加借り入れ
と返済の長期化、不良債権の増加を抑える
ための事業計画と収益改善への対応。長期
的にはコロナ禍の鎮静化と次の循環に向
けて事業改善、リレーションで地域経済・
地域金融の対応が求められる。 
資金繰り支援では、コロナではリーマン

ショック時より大きな資金需要があり、国
の財政措置によって売上減少（20％以上、
15％以上、５％以上など）に応じた支援と
スタートアップや事業再生に応じた細や
かな対応がされている。同友会の調査
（DOR）では、余裕超過幅拡大で、日銀短観
では落ち込みはしたが危機的状況下においても
余裕超過でリーマンショック前後の 2007～2008
年の状況とは対照的。 
また、借入難度は 2020 年 4～6 月期に「容易」
が拡大し、その後わずかに容易超過幅が失われる
も、大幅な容易さが続き、リーマンショック前後
の状況とは対照的。日銀によれば貸出残高・伸び
率はこの20年で最大で設備資金以外の資金中心。
信用保証もリーマン時を超える保証債務残高と
なっている。 
全額保証利用企業の割合は過去最大（約 7 割）
で、プロパー融資は少なく、金融機関がリスク回
避。 
倒産の抑制、資金調達環境の悪化の抑制、資金繰
り悪化の抑制に対して、緊急的な流動性支援は一
定の効果があった。 
コロナ禍における中小企業金融の中期的課題
は「流動性 から健全性へ」。追加借り入れについ
ては、先行きの不透明さは、追加借り入れの必要
を生じさせる可能性が大きいが、融資の妥当性が
問われる。今後資金繰り施策の期限延長が必要と
なるが、一方で、制度融資上限までの貸し込みや
目利き力の低下による累積債務と破綻の多発、地
域経済力の低下が起きる。融資を選べる企業にな
ることも大切である。 
 債務負担増・返済期間長期化への懸念。債務減
免として支払い猶予や低利な公金貸出、銀行貸出
への保証は、業績悪化が一時的なものでないのな
らば過剰債務問題を起こす可能性大。宿泊飲食サ
ービスは売上が戻っても、返済が長期化し困難に。
資本注入だけでは持続的な回復にはならない。キ
ャッシュフローを増大させる事業構造改革と債
務調整を一体とした解決へ向けた対応が必要で
あろう。 
資本性ローンについては、現行制度の利用が進
まない原因（金利の高さ、借り入れの基準の高さ。

金融機関の余力など） についての理解は必要で
あるが、民間金融機関でも利用可能とするところ
が増えており、選択肢の幅を広げていくことは重
要。①低金利融資との比較②改革や事業再生につ
いて借り手の覚悟③政府系金融機関よりもメイ
ンバンクがフォローアップの観点から実施すべ
きことではないか。 
必要とされることは①早期相談制度強化②金
融機関・信用保証協会の個人保証債務免除への積
極的対応③これに伴う信用保証協会等の損失に
対して財政的支援。企業にとっては、キャッシュ
フローの把握が必要。DOR の調査でも業況水準が
悪い企業は「把握していない」「予測不能」あわせ
て 15％に上る。財務の数字の意義を理解する教育
活動が必要である。 
地域金融機関の信用コスト増大。それはコロナ
禍の影響を大きく受けた宿泊・飲食サービス、生
活関連サービス・娯楽、医療・福祉、運輸、小売
りの 7 業種に占める地方銀行の融資残高は全体
の２割強で、信用リスクの増大は、地域金融機関
の潜在的な信用コスト増で再編を加速する。 
ポスト・コロナにおける中小企業金融では、①
事業改善（何が変わり何が変わらないのか見極め
る契機と力。自社の社会と利害関係者における役
割を再考し位置づける。「自社」だけでは位置づけ
られないから共助⇒事業改善計画が描ける構想
力とスキル。ＡＩ融資に堪えられるか）②金融機
関とのリレーションシップ再考へ。長期的に見れ
ば、超金融緩和が長らく続けられる中にあっても、
資金需要、とりわけ長期資金需要は伸び悩み。 
ポスト・コロナは、自分・自社の社会的意義・
つながりを見直し、守るもの何か、そのために今、
次を考える。公助から自助へと問題意識を持つ必
要がある。（自助（努力）：経営者と社員、共助：
金融機関、地域経済、同友会、公助：政府、政府
系金融機関） 
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第 6回 2021 年 3 月 22 日 

テーマ「ポスト・コロナの先導者としての中小企業家の役割：激動をよき友に」 

        報告者：明治大学ビジネススクール 専任教授 藤岡資正氏 

    （中同協企業変革支援プログラム改訂プロジェクトアドバイザー） 

 
 「一つの扉が閉じればもう一つの扉が開く」と
いう言葉には、「閉じたドアばかりを眺めていて
も開かれたドアに気づかない」という続きがある。
不確実性が高まると、過去の延長上に未来を描く
ことが難しくなるが、逆に社会経済が混乱に陥り、
選択の余地が広がる時にこそ、企業家の役割が増
大する。 
 大きなショックによって、社会経済システム
に揺れが起きることで、既存の生態系に隙間が生
じる。つまり、コロナ禍は革新（創新）のための
イノベーションを育む隙間を出現させ、ビジネス
のチャンスとリスクを招き寄せる。こうした激動
の時期だからこそ、変化の波に飲み込まれないよ
うな基軸が重要。「変わるため」には「変わらない」
ことを大切にしなければならないが、環境に自ら
の生死を委ねるのではなく、自ら環境に働きかけ
ることで未来を主体的に創造する意志が求めら
れる。 
「人を生かす経営」（中同協発行、労使見解収録）
の「経営者の責任」にも、責任を外に押し付ける
のではなく変化を自立的にとらえる必要性が説
かれている。何かが終わることを受け入れなけれ
ば転機を乗り越えることはできない。混乱や苦悩
の時期から逃げない。高く飛ぼうと思うとかがま
なければならないので足元を固める。こうした状
況下では、理念やビジョン、あるいはパーパス
(purpose)が重要となる。「自分たちが社会にどの
ような価値を提供するのか」、という外に対する
問いかけに加えて、「社会と共に」(co-creation of 
value)、「自分たちがどうありたいのか」が問われ
ている。つまり、コロナ後の世界がどうなるのか
ではなく、どのような存在でありたいのか、「自ら
がどうありたいのか」、それぞれの being が問わ
れている。コロナ後を暗い時代にするのか、ルネ
ッサンスとして開花させるのか、人類の戦略の問
題。変化の大きい時こそあり方や生き方が問われ
る。 
新型コロナによって経営の本質はそれほど大
きくは変わるわけではない。コロナ後においても、
依然としてグローバル化、デジタル化への対応は
不可避である。しかし、「グローバル化」や「デジ
タル化」それ自体が競争優位性を生むのではない。
何のための DX なのか、何のためのグローバル化
なのか、その目的が問われなくては本質を見誤る
ことになる。手段と目的を混同しないためにも
know-how ではなく、why が問われなくてはならな
い。 
生き続けるとは変わり続けることでもあるが、
大きくなることだけが進化ではない。複雑化では
なく単純化する方向もある。中小企業の目的は経
済的利益の極大化を目指すことのみではない。経
済合理性を追求するマシンとしてではない存在
意義を追求することが存立基盤を強固にする。 
「戦略」とは大切なものを追求するために、何
をしないかに関する意思決定と行動である。何を
しないかを決めるということは、誰に嫌われるか
を明確にすることでもある。こうしたトレードオ
フのバランスをとっていくことが「経営者の役割」

でもある。 
ディスカバーとは、どこかにある答えや宝物を
発見するという意味で理解されるが、もともとは、
覆いを取り去る(dis-cover)ことで、これまでは
意識されてこなかったような、しかし、大切な何
かを照らすという意味を含有する。つまり、本質
に立ち返り、仲間と共に本質に立ち返ることで、
気付きを得て、そうした新たな光で現実(いま)を
照射することで、いま(現在)に対する認識を変え、
あるべき未来を創造していくことが可能となる。
同友会での活動もその一端で、そもそも存在しな
い成功の方程式や答えを見つけるためにではな
く、適切な問いの立て方を身に着けていくことが
できる。 
新型コロナはパンデミックだが、人類はこれま
でも何度も経験してきた。100 年に一度といわれ
る危機は、実はもっと頻繁に起こっている。つま
り、想定外としてではなく想定内としてこうした
危機を経営に織り込んで経営していく必要があ
る。新型コロナ発生以降、2 年近くが経過した現
在においては、ある程度感染症に関する知見が蓄
積されてきたので、企業の感染症への対策は、生
命の危機への即時対応を重視するクライシス・マ
ネジメントから、戦略的なリスクマネジメントへ
と舵を取っていく必要がある。 
シカゴ学派の始祖であるフランク・ナイトはリ
スクと不確実性を峻別している。不確実性のなか
には、「計測可能な不確実性」と「計測不可能な不
確実性」があり、前者をリスク、後者は不確実性
である。 
数量的に測定したり予測したりすることがで
きない性質の事象が不確実性なので、「確率」をも
とめたり、将来を「予測」することは原理的にで
きない。つまり、リスク対応が可能な部分はリス
クマネジメントの対象としたうえで、不確実性へ
の対応こそが企業家に求められる職能の一つで
ある。戦略的リスクマネジメントとは、とるべき
リスクを明確にし、主観的信念のもとに未来を切
り開くことで、船を前に進めていくことである。 
コロナ後の社会がどうなるのかということは、
ウィルス依存的な問いであるが、コロナ後の社会
をどうしたいのかということは、ウィルスの問題
ではなく、私たち自身の問題である。立脚点は「I」
を「WE」に変えることである。「I」(私：自己中心)
から「We(私たち)」に変えることで、illness(病
気)を wellness(より善く生きること)にトランス
フォームすることができる。いまこそ we に立脚
した地域のため、仲間のため、そして地球のため
といった「私」を超えた「公」との関係を考え続
けるという同友会の基本理念に立ち返ることの
重要性が高まっている。 
コロナ後の世界を描くには、新古典派が想定す
る合理的「経済人」ではなく、パーパスを中心に、
より高いビジョンを有し、非合理であっても社
会・仲間を大切にするという人間としての当然の
ことを中心に据えた同友会に集う「中小企業家」
の役割が重要となる。
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第 7回 2021 年 4 月 23 日 

テーマ「中小企業は社会の主役」～中小企業再編論は SDGｓに逆行 

    報告者：横浜国立大学名誉教授 三井逸友氏     

 

いま、世界の中では｢中小企業｣への認識が高ま
っている。国連は 2017 年総会決議として、｢中小･
マイクロ企業の日｣を 6月 27日に制定した。国連･
国際組織のめざすSDGsは持続可能な発展として、
成長を目指すということである。中小企業は世界
的･長期的な課題にこたえる使命（資源環境・貧
困・社会的課題・雇用・稼得機会・開発発展と社
会参加・地域間均衡・人間本位社会）をもつ。 
1980 年代以降、世界で中小企業の再発見が起

こり、経済発展の原動力を見いだす流れができた。
日本の中小企業憲章も取り上げた課題である。中
小企業は平和と公正な社会への担い手。 
こうした機運で、バランスの取れた発展が求め

られ、その中での中小･マイクロ企業存在を重要
視している。中小企業、中でもマイクロ企業（10
人未満）がマジョリティをなし、大きな役割を果
たしている。持続的な発展に貢献していくことを
重要視しているのである。 
しかし日本の中小企業は15年間で130万社減、

大きく企業数を減らしているのは国際的にみて
も日本だけ。後継者不足と事業継続の不安定さが
直接の要因である。 
D.アトキンソン氏は日本の企業、とりわけ中小

企業は多すぎるので生産性が低いという。そうな
のか。実際は中小企業が減る中で生産性が落ちて
きているというのが現実（港撤雄氏）。また 50 年
前の議論と似ており、当時近代化がいわれ施策も
進められたが効果はなかった（関満博氏）。大企業
の生産性が上がっているのは雇用が減っただけ
で、その分中小企業に負担増（島津聡氏）。これら
の指摘の一方、アトキンソン氏の母国イギリスで
は企業の数は増加傾向で、人口は日本の半分なの
に企業数は 580 万。人口規模と企業の数は一般的
に比例している。アメリカの統計では法人企業の
数は多くないが、個人事業は 1600 万、法人と併せ
ると2000万を超える。日本だけ多いわけはない。 
1960 年代、世界で日本とアメリカを除いて国

際的には中小企業施策を行っている国は殆どな
かった。さらに 80 年代には、日本は中小企業の力
が強く、多くの雇用を生み出しているという世界
的インパクトがあった。EUは2000年小企業憲章、 
2008年 SBA小企業議定書10の原則「「Think small 
first」に沿った諸規則を設定し、インド、中国も
中小企業基本法をつくった。47 カ国参加の「OECD
ボローニャ中小企業政策憲章」(2000)で中小企業
施策の積極的実施の方向へも確認された。 
「中小企業政策」には普遍的な必然性と二面性

がある。「市場メカニズム」にゆだねられない、中
小企業存在の重要性と問題性である。中小企業の
持てる力を生かすこと、また大企業体制のもたら
す不利、不安と「社会的公正」、市場のルール化の
要求を行うこと、の二側面である。 
二重構造論をもとに、それを打開するために

1963 年に基本法や近代化法ができたが、その矛盾

は解決していない。当時も「適正規模化」と言わ
れた。アトキンソン氏の議論は半世紀前のこの蒸
し返しに過ぎない。99 年の基本法改定では「多様
で活力ある独立した中小企業者」をうたい、「中小
企業の不利是正」の項を抹消し、「競争条件整備」
へ集約した。しかし、金融メカニズムのハザード
と金融再生・「貸し渋り・貸し剥がし」問題、深刻
化する地域経済の危機、中心市街地・商店街の崩
壊などが喫緊の課題となった。金融アセスメント
法制定運動の延長線上に中小企業憲章もある。 
「金融アセス法」運動をもとに、中同協では
2003 年総会で憲章を取り上げたが、当時は理解さ
れなかった。その後視察や学習を通じて、中同協
の活動もあって 2010 年に中小企業憲章が閣議決
定された。小規模企業振興基本法も 2014 年に制
定。「THINK SMALL FIRST」とともに「中小企業の
声を聴き、どんな問題も中小企業の立場で考え、
政策評価につなげる」という点が重要。 
今後は「多様性」を考えた経済となる。創造性

は多様でなければ発展はない。また、いま「エコ
システム」という議論が盛ん。自然科学の用語で
あるが、産業や市場の枠を超えて結びつくことで
新たな発展が望まれる。市場経済はその役割はあ
るが、不平等、富の集中が起きる。健全なマイク
ロ企業の存在が大事。生産性がすべてではない。
多様な存在が重要。自然界は多様性で成り立って
いる。バランスが崩れて災害も起きる。多様性、
多元性、異質性、そこにこそ、経済社会における
さまざまな規模・経営の中小企業多数の存在、経

済活力と創造性・持続可能性の源の意義がある。 
SDGs への取り組みの広がりへの若者の期待。

生産性を高めることも大事だが多様な成長の可
能性を摘んではいけない。具体的な指標を通じて
現状を把握すれば中小企業の存在を見えるよう
にできる。 
同友会の会員企業は人の能力を大事にしてい

ること。このことが重要。OECD 等でも日本の生産
性が低いのは、不安定就労などによって人の能力
を生かしていないからと指摘する。雇用を安定し、
その能力を生かし、事業を行うこと、中小企業の
貢献度が見える化できればよい。
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第 8 回 2021 年 6 月 18 日 

 テーマ「地域に根差した中小企業の重要性と展望 

～アトキンソン流中小企業淘汰論では地域の未来はない」 

    報告者：京都大学 名誉教授 岡田知弘氏 
過去の歴史や感染症研究に学べば、ウイルスは
「戦争」ではなく、「災害」であると認識すべき。 
100 年前のスペイン風邪では、生存権、人権意
識が広がり、権利意識が大きく高まっていく。都
市計画、社会政策も本格的に展開。関東大震災で
は、福田徳三の「人間の復興」論に。中小企業の
営業や就業の機会を保障することが大切である。 
新型コロナでは感染者・死亡者が東京圏及び
地方中枢都市に集中。大阪では保健所、公立病
院の統廃合が進んで死亡率が最悪に。大規模都
市への行政機能の「選択と集中」は、住民サー
ビスにとって障害に。また、大都市での特別定
額給付金や休業・時短協力金の給付の立ち遅れ
も同様。アトキンソンの中小企業淘汰論とも重
なる。グローバル化・効率化の「経済成長戦
略」政策、インバウンド頼みの観光施策で、地
域は、大きなダメージを受けることになった。 
仕事が成り立たなくなり、非正規雇用、女性
の貧困などが進んだ。「ポスト・コロナ」を考え
るとき、コロナ前にただ戻すだけでは、明るい
未来は描けないということがわかる。 
コロナを災害としてとらえた場合、物的被害
はないが、経済活動の基本である人間と人間の
関係性を破壊する特徴がある。災害基本法制の
理念・行政手段の適用で、憲法で定められた生
存権、基本的人権、幸福追求権、地方自治権で
対応すべき。「地域性」という点では市区町村が
最も重要であり、それを補完するのが都道府
県、国の役割。国が財政的な責任を負うべき。 
「社会性」という点では、健康被害だけでなく、
被害者差別や、昨秋以降増加している若い女性を
中心にした自死もある。政府や自治体の「補償な
き自粛」による経済被害（二次被害）も。休業・
解雇も増え、生活保護申請が大都市部で激増。だ
が、地域別感染統計だけでなく、この社会的被害
も把握、報告されていない実態が問題。 
 これに対し、経済財政諮問会議「骨太方針 2020」
では、デジタル化やテレワーク、マイナンバーの
推進を中心にすえる一方、「経済・財政一体改革」
方針、福祉の切り捨てなどを堅持する方向だ。き
ちんとした検証がされないので、コロナの感染拡
大がたびたび起きる結果になった。 
菅政権は、人口減少の中で企業の生産性を上げ
ることを必須とし、大企業と中小企業の不公平性、
不公正取引、非正規雇用の拡大を点検しておらず、
中小企業の非貨幣的側面を見ていない。雇用が失
われることへの対応など地域社会は衰退してい
くだけ。地域から世界をとらえなおす必要がある。 
中小企業振興基本条例も含めて評論家的に語
ってはだめだ。主体的に問題をとらえ返せば、世
界は地域から成り立っているという視点が確立。 
地域内経済循環の重要性は、付加価値を積み重
ねていくことで豊かになるということ。企業の投

資活動、消費を通してお金が循環する。地域の商
店から買うということが自らを豊かにすること
になる。地域再生、公契約条例、中小企業振興基
本条例で、地元企業から調達し、税金が地域内に
循環し、地域が豊かになっていく。 
お金の面での循環だけでなく、人間の社会の中
での循環、人間関係の循環、人間と自然との循環
もある。それを通して、一人ひとりが輝く地域を
めざす。最大の主体は中小企業であり、住民の命
と暮らしを支えるコミュニティを支える存在。 
新しい生活様式ではなく、新しい政治経済のあ
り方こそが必要。地域の地金を再発見し、内部循
環型経済を創る。社会的な必要に対応していく形
で自社の仕事を展開していく。京野菜を使ったテ
イクアウト弁当（京都市民を顧客に地元タクシー
会社を使う）。地域内経済循環を見直して再構築
を図る。基盤は地域の狭い領域を意識した取り組
み。条例をつくった自治体がどれだけ実効性のあ
る取り組みをしたか。まだ実例は少ない。帯広市：
仮想マルシェ、宮城・南三陸町：贈答品の通信販
売、白石市：六次産業化の拠点づくりに会員が参
加。複数の自治体から条例制定の相談や講演依頼
が来ている。また、与謝野町では地域内経済循環
を広げるための基礎調査を開始した。これも、会
員が提案したものである。 
個別企業の経営指針と地域経済ビジョン、日本
経済ビジョンの一体性を追求する。経営者の社会
的責任、社会的存在意義・やりがいの大きさ。地
域の宝物の再発見をし、地域経済・社会の持続性
を実現できるのは当該地域の中小企業経営者。と
りわけ地域に根差した金融機関や地方自治体、他
の経済団体との連携が重要。同友会理念に共鳴で
きる経営者が増えるほど「良い社会」になる。コ
ロナ禍で「人のつながりは生きる力。物理的な距
離は離れていても、社会的な距離はより密にしな
ければならない」（室崎益輝神戸大学名誉教授）。 
 「強いものはより強く」という新自由主義的な
政策の結果、現在の惨状がある。同友会理念と憲
法の視点が重要。非貨幣的側面で幸福追求ができ
る実践例を同友会会員企業は示している。戦後、
戦争で巨万の富を築いた財閥が解体され、平和日
本を建設するための主体は自立した中小企業で
あるとして中小企業庁が設立された。その時期に
中同協の前身である全中協ができたことに留意。 
 地域での連携先は、基本的には行財政組織（市
町村役所、区役所）単位。大規模都市では、さら
に住民の生活圏に近い地域自治区制度なども活
用すべき。経済取引はグローバルな広がりをもつ
が、自治体の地域政策の面では、行政の担当者は
頻繁に異動するので、地域の見えている中小企業
が積極的発信を。適度の過疎＝「適疎」こそ重要。
安心して住み続けられ柔軟に危機に対応できる
持続可能な社会に向け、同友会に期待している。 
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第 9 回 2021 年 7 月 21 日 

テーマ「人の成長を促す企業と地域の『共に育つ』力～教育のあるべき姿」 

    報告者：花園大学 社会福祉学部児童福祉学科 教授 植田健男氏 

  

コロナ禍で働くことと生きることがバラバラにな
っているという現実を目の当たりにした。教育と企
業、学校との関係は大事である。コロナ禍の下で痛
感させられた政策や学校関係者の「(学校)教育」の
扱いの「軽さ」が問題。昨年 2 月、突然の「全国一
斉休校」「要請」(実態としては「宣言」)。28 日に文
科省から指示が出て、週明けから休校となる学校も。
不問となっていた不条理さ。お金がかからないしイ
ンパクトが強いということで踏み切ったように見え
る。子どもたちの命を守るというよりもインパクト
を狙った。「学校再開」がはじまると、教育委員会サ
イドから「失われた 150 時間」として失地回復へ子
どもたちを追いまくる（休日の開校や時間延長など）。
不登校でなかった子どもも不登校に。 
行事も行わずに受験にかかわる科目を重視。こど
もたちを見ずに突っ走ってしまった現実がある。 
「教育」と「人材」は離れたものとしての認識が
ある。世の中の役に立つ人材へ。人間を育てること
は、表現･共感で対話的に向き合う。人材を育てるこ
とは競争レース･評価で操作的に向き合うことか。人
間を育てることと人材を育てることを対立的にみて
いいか。 
教育には目的規定と社会的規定（社会の中で生き
ていく人間を育てる）がある。戦後の学習指導要領
は、人格の完成（1947 年：教育基本法）。人間として
自立していくことが憲法ともつながる流れ。学校ご
とに子どもたちが自立していくのにふさわしい中身
を地域を基盤にして実現していく必要があるが、教
育でカバーする中身を学習指導要領でまとめていた
が、それぞれの実態に即して教育プランを立てる。
教育課程。これは同友会で言う企業の経営指針。個々
の学校によって異なり個性的なもので、まっとうな
哲学によっている。地域社会や地域産業と無縁では
ない。何を介してどのように学ぶのか、産業が学校
教育を一方的に規定していくものではないが、地域
ごとの経済を営む社会的要請。地域の暮らしがあっ
て、現実社会につながることを教えるのは、違和感
はない。学ぶこと生きること働くことがセットにな
っていた時代。人間とは何かという問いを含んでい
る。 
人間の発達にとって「労働」が持つ本質的な意味。

現実社会の中で見られる「人材」育成のための教育
が意味するところ。教育を自らのものにしていく人
材育成の教育と「教育の目的」としての「人格の完
成」(新旧教育基本法)とは人間的自立。 
高度経済成長期に破壊され、人材という切り口で
子どもたちをとらえる考え方に。 
1950 年代農林水産業は命を育てるもので、一人ひ
とりの命を個としての子どもたちを育てる見方があ
った。58 年に工業化社会への国策としての選択。画
一化されたペーパーテストでの判断、トップをつく
る平均点を上げるスタイルへ。大量生産型の教育で
困った子は不良品扱い。 
知識基盤型産業、上位 3 割で産業をうごかすとい
う転換期にコロナへ。 
問題点の 1つは「(学校)教育」の「扱い」の低さ。
「教育」は知識･技術の受け渡しだけでは「知育」に
ならない。経産省ギガスクール構想：ICT の活用で
知識の教育を行える。教科を教え込む教師たちの矛
盾。条件面でも なるべく低コストで、手間のかから
ないやり方で(財務当局の考え方)。OECD 諸国では国

民総生産の 10%近くを教育にかけているのに、日本
は５％くらいで、40 名という過大な学級定員で教員
の定数や処遇の問題。「三密の回避」などは、物理的
にほぼあり得ない(実現不可能)状況。分散型で 20 名
に教えてみて、教えやすさを教員も実感する。欧米
の先進国は一クラスは半数から三分の一程度の人数。
いまはまた低コスト大量生産型の教育。本質的には、
教育の営みは、濃厚な直接的な人間関係を築く中で
こそ達成されるものということが見えてきた。ICT
化で教育番組をつくるということがすべての子ども
にいきわたるということにはならない。子どもたち
へのタブレットの普及で無理やりにでも授業をやる
というタブレットでの教育に教師も困っている。 
ソサイエティ 5.0 で産業構造の根本的な転換(工
業化社会から知識基盤型社会)が目論まれ、そのため
の「教育改革」がプログラム化され、これまでの教
育のあり方に対する抜本的な「見直し」の視点が出
されたが、子どもたちのせいぜい上位三割が対象。
この 60 年間近くにわたる「教育課程」(≒「経営指
針」)の空洞化･形骸化。国際化も英語教育に終始。
記憶力しかない人材育成になっている。「学力」から
「資質能力」評価へ。資質能力：汎用的能力、知識
をもとにいろんなことに対応できる力。それ以外の
子どもは社会的期待感のない中で育っていく。きわ
どい状況。 
 教育課程という言葉は残っているが、子どもの個
別を見て育てるということは学校から奪われ、全国
一律に教科書に書かれていることを教え込むことに
なってしまっている。文科省でさえ見直しをという
ことだが課題として学校には受け止められていない。 
国際的にも論点が明確になってきている。「人間的
な自立」を教育課程に。「働くこと」との関係をバラ
ンスよくつけていくということを学校で考えていく
べきことだが大変困難な状況にある。 
「働くこと」と「学ぶこと」を同友会でも各企業
でも考えていってほしい。ICT が普及すれば、泉温
性が期待されなくなっていく。オペレーター的存在
で知育する存在という部分が失われていく。国際的
教育機関では疑問視されている。改めてこれからの
「教育」を捉え直す視点。「教育の目的」(教育とは
何なのか)と教師の専門性の見直し、教職の役割･性
格をめぐる国際的な見直しの動き。 
また、知育だけの担い手→教育内容･方法について

も。人間を育てるという教育。見方を変える動き、
ICT に代替されないもの。国際的にも新自由主義の
もとでの「教育改革」へ懸念が表明されている。パ
ンデミックと教育をめぐる国際的な言説では、問題
点が指摘されている。 
21 年 3 月ユネスコの閣僚級会議。教師の雇用形態
の不安定化、待遇の悪化、人間を育てることに関す
る専門性が弱くなってきている。教員の労働組合の
弱体化。政策の場に教員団体を入れるべきという提
言も。人間的自立は地域の産業と切り離してできる
ものではない。学校教育は地域社会とのかかわりの
中で生まれる。教育課程（経営指針）は保護者や子
どもたちと地域の人たちと励まされ教育課程をつく
る必要があると 1950 年代には語られていた。 
財界は知識基盤型社会への移行を推進しているが、
地域の基盤の中で圧倒的中小企業は存在している。
特殊な新たなエリートだけを育てようとする教育で
は、90%以上の人材の損失を生む。 
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第 10 回 2021 年 8 月 26 日 

  テーマ「今後の同友会運動への期待」 

    報告者：中小企業家同友会全国協議会 顧問 田山謙堂氏 

 

 世界諸国と比べてみても日本の経済成長が停

滞している。なぜ日本の経済成長率が低いのか、

経済の国内循環がうまくいっていないことに一

つの問題があると思っている。 

大きな問題は国民の所得レベルがなかなか上

がってこない。低いところに収められていること。

ひところは日本の賃金は世界的にも高かったが、

いまは世界の先進国で最低レベル。これでいいの

かという問題意識がある。 

経営者は低賃金構造で回したほうが楽。労働組

合はそうではない。 

世界経済とのかかわりもあるだろうが、日本の

経済全体に低賃金構造をどうしたら打破できる

かという考え方が統一されていない。 

最低賃金が久しぶりに 28 円くらいに一気に引

き上げられることが決まった。平均して 900 円程

度。これで低賃金構造が打破できるか。1500 円は

最低必要という労働組合もある。全国の消費生活

レベルを具体的に分析すると、日本国内のどの地

域もあまり変わらない。地方では車が必要条件な

ど生活費を積み上げると極端に地方が安いわけ

ではない。経営者団体が国の制度として、最低賃

金を 1500 円にするなんてことを言うことではな

い。では、経営者団体ではどう考えるのか。 

日本の低賃金構造、生活レベルを脱するにはど

うしたらいいか、同友会はどう考えるか。国民経

済消費生活を円滑に回すことが日本経済発展に

必要不可欠ではないか。中小企業団体として反対

論を展開するところもあるが、コストが上がるか

ら、賃上げ反対というのは愚の愚。どうすれば、

より高い最低賃金を中小企業が克服できるか、吸

収できるか、日本経済全体の将来を考える必要が

ある。 

 非正規労働に頼らないで循環できる世の中に

したほうが、日本は良くなる。最低賃金を上げる

というリスクをどう乗り越えるかが中小企業と

しての仕事。よりましな消費構造、経済循環をよ

くしていく。 

同友会としてどう発言するか、考えてほしい。 

 

同友会がかかわって、全国的に中小企業振興基

本条例が次々つくられており、同友会は先進的な

役割を果たしている。研究者も同友会がそのリー

ダーシップをとるべきと話している。条例は「理

念条例」で、中小企業を発展させることが必要で

あるという基本的考え方。具体化は各地域で考え

新たな創造をしていくことになっている。 

地方自治体が主体。その中で中小企業団体、金

融機関や研究者などと審議していくと様々な可

能性が生まれてくる。その可能性にかけて条例の

制定を進めている。夢のある豊かなものではない

かと思っている。大切なのは中小企業家、諸団体、

研究者がみんなで議論し地域の特性を生かした

未来展望を各地域で考えて問題提起をする。地域

の未来構想、同友会だけではなく他団体も一緒に

なって作り出すことが条例にかける夢。同友会が

リーダーシップをとって地域特性を政策化して

いくという可能性がある。 

理念条例だが、具体的にどのいうところを展望

するのか、条例だけでは分からない。大きな目的、

展望がなかったら絵に描いた餅。条例制定の活動

が始まったころ、北海道でさまざまな地域構想が

生まれてきた。別海町での病院をつくることなど。

コロナもあり、もっとたくさんその事例が出てい

るべきではないか。しかし見えてこない。同友会

全体全体のリーダーシップの不足で、条例はある

が具体的な構想が不十分なのではないか。条例を

つくっている中で諸団体といろんな事例が出て

きているはず。しかし、中小企業団体との連携も

聞こえてこない。同友会としてのリーダーシップ、

発信力の不足があるのではないか。 
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ポスト・コロナ研究を通して提起された論点 

 

中同協新型コロナウイルス対策本部として実

施した 10 回のポスト・コロナ研究では、各分野の

研究者や専門家、中同協顧問の報告を受け、意見

交換しました。 

 内容は、同友会の「三つの目的」など同友会理

念や「同友会運動の将来展望」（中同協 2019 年発

表）で提起した方向性を裏付けるものであるとと

もに、ニューノーマル（新たな生活様式）に対し

て同友会や企業としての課題、検討すべきことが

提起され、同友会への期待が語られました。 

10 回の研究を通して、同友会運動の確かさが裏

付けられるとともに、日本の社会や経済が新たに

変化していく中で、「人間の復興」に向けて、同友

会の存在意義（理念や歴史）を自覚するとともに、

同友会から外部への発信が重要になってきてい

ることを実感するものとなりました。 

＊「ポスト・コロナ」とは、コロナ禍からコロナ

後の期間のこと。 

 

国際的変化と日本社会の変化、長期的トレンド

を見据えて 

 第 1 回目で植田氏は、長期的トレンドは見えて

いるが中期的なトレンドはまだ見えてこない中

での長期的展開を視野にいれた企業と同友会の

対応を強調し、同友会への期待に「先進性とぶれ

ない中小企業像。日本の未来、地域の未来におけ

る中小企業の役割を重視。コロナ大不況の中で中

小企業が生き残っていき発展していくためにも、

同友会運動の方向性と課題を明確に持っておく」

ことが提起されました。 

 第 3 回で ILO の田中氏は国際的な潮流の中で、

コロナで経済社会の脆弱性と社会的不公正、労働

市場、脆弱な人々へのしわ寄せが浮き彫りになっ

たこと、物理的・心理的距離が生まれていること、

変革への対応と危機に対する強靭性が求められ

ており、それは人間中心のアプローチ、多様化と

すべての人の社会的保護と労使関係、「労使見解」

の意義と今後として持続可能で責任あるビジネ

スへの寄与、SDGs 目標 8との親和性があると期待

しています。これは先の植田氏の提起にもある、

長期的トレンドをどう見るかという点で、同友会

理念の実践が SDGs への対応につながることに理

解が深まるものでした。 

 これらトレンドを見ていく上で、これまでの

「カン・コツ・ケイケン」による経営戦略が通用

しない新たな時代となるとして、第 2回の経産省

の田中氏は、科学的な分析の必要性を強調。経営

指針の外部環境分析、市場分析、コロナ禍での事

業再構築の際の方向性を見極めるうえで、統計の

企業経営での活用を訴えています。 

 

付加価値増大へ向けて基軸を持つ 

日本生産性本部の提言「労働力喪失時代の『ス

マートエコノミー』をめざして」に言及した第 4

回の村上氏は、日本経済の本質的な課題は、「生産

年齢人口の減少」にあり、同一水準の経済活動に

必要な労働力の獲得が困難になる「労働力喪失時

代」を迎え、需要の縮退が急速に進む。それに対

応できるよう経済社会のしくみを抜本的に変え

る必要性を提起。包括的対応には、マクロの経済

規模の「成長戦略」から、労働者一人当たりの付

加価値の抜本的拡大を柱とする「生産性向上戦略」

（＝付加価値向上戦略）に、国をあげて転換し、

高生産性社会経済システムの実現に大きく舵を

切る意志が必要と説いています。そのことは企業

の数を減らすことではなく、一社一社が生み出す

価値を増やしていくこととも述べています。 

 第 6 回の藤岡氏は「不確実性が高まると、過去

の延長上に未来を描くことが難しくなるが、逆に

社会経済が混乱に陥り、選択の余地が広がる時に

こそ、企業家の役割が増大する」として、新型コ

ロナによって経営の本質は大きくは変わらず、グ
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ローバル化、デジタル化への対応は不可避である

が、それ自体が競争優位性を生むのではない。そ

の目的が問われなくては本質を見誤ることにな

る。手段と目的を混同しないためにもknow-howで

はなく、why が問われるべきとしています。同友

会で言う経営理念を持つことの重要性を強調し、

コロナ禍は革新（創新）のためのイノベーション

のための隙間を生んで、ビジネスのチャンスとリ

スクを広げること。これからは「私」中心から「社

会」中心に、地域のため、仲間のためなど同友会

の考えている方向性が大事。経済合理性を追求す

るマシンとしての企業組織などではなく、守るべ

き精神・理念を大切にしながら、関わり合いが強

く求められ、同友会のような組織が大切としてい

ます。 

 第５回の飯島氏は「ポスト・コロナにおける中

小企業金融では、①事業改善②金融機関とのリレ

ーションシップ再考を訴え、ポスト・コロナは、

自分・自社の社会的意義・つながりを見直し、公

助から自助へ、さらに同友会などでの共助での学

びを深めることが強調されました。 

 

中小企業の存在意義の確認～地域再生を担う 

 第 7 回の三井氏は、国が問題にしている中小企

業の生産性や数について歴史的、科学的統計にも

とづいて反証し、国の経済のバランスの取れた発

展における中小･マイクロ企業の役割を紹介し、

国際的には「ボローニャ中小企業政策憲章」にも

あるように中小企業施策の積極的実施の方向。

「中小企業政策」には「市場メカニズム」にゆだ

ねられない、中小企業存在の重要性と問題の解決

が必要であり、大企業体制のもたらす不利、不安

と「社会的公正」、市場のルール化の要求を行う。

中小企業の持続的な発展に貢献していくことを

重要視している。SDGs への取り組みの広がりへの

若者の期待。多様な成長の可能性を具体的な指標

を通じて現状を把握し、中小企業や同友会の存在

を見える化していくべきとしています。 

 また、第 8回の岡田氏は、地域における中小企

業の役割と具体的な事例をもとに、個別企業の経

営指針と地域経済ビジョン、日本経済ビジョンの

一体性を追求することの重要性を紹介。経営者の

社会的責任の大きさと、社会的存在意義・やりが

いの大きさもあるが、地域の宝物の再発見ができ

る立ち位置にある。地域経済・社会の持続性を実

現できるのは当該地域の中小企業経営者であり、

とりわけ地域に根差した金融機関や地方自治体、

他の経済団体との連携の重要性。同友会理念に共

鳴できる経営者が増えるほど「良い社会」になる

と強調しています。 

 

大震災の教訓「人間の復興」につながるものに 

岡田氏は、「コロナを災害としてとらえた場合、

物的被害はないが、経済活動の基本である人間と

人間の関係性を破壊する」として、災害基本法制

の理念・行政手段の適用で、憲法で定められた生

存権、基本的人権、幸福追求権を守り、地方自治

権で対応すべき。行政機能の「選択と集中」は、

住民サービスにとって障害となっていることが

分かった。「人間の復興」へ向けた、地域内経済循

環の仕組みに果たす中小企業の役割の大きさ、中

小企業振興基本条例の必要性が紹介されました。 

また、第 9回の植田氏は「教師の雇用形態の不

安定化、待遇の悪化により、人間を育てることに

関する専門性が弱くなってきている」とし、教師

が地域の政策立案にもかかわる必要があること、

人間的自立は地域の産業と切り離してできるも

のではないことなど問題提起しました。「財界は

知識基盤型社会への移行を推進しているが、地域

の基盤の中で圧倒的中小企業は存在している。特

殊な新たなエリートだけを育てようとする教育

では、90%以上の人材の損失を生む」と警鐘を鳴ら

しています。 

コロナ禍を克服していくためには、「人間の復

興」を進めていく上でも、東日本大震災の教訓で

もある、経営指針の成文化と実践、エネルギーシ

フト、中小企業憲章・条例運動の推進の重要性を

改めて確認することになりました。 

 

「人を生かす経営」実践と広がりに向けて 
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三井氏は「同友会会員企業は人の能力を大事に

していること。このことが重要。OECD でも日本の

生産性が低いのは、不安定就労などによって人の

能力を生かしていないから。雇用を安定し、その

能力を生かし、事業を行うこと、中小企業の貢献

度が見える化できればよい」と鼓舞し、岡田氏は

「地域が豊かになっていくという貨幣的側面と、

非貨幣的側面として、人間の社会の中での循環、

人間関係性の循環。安定化し一人ひとりが輝く地

域をめざす。最大の主体は中小企業であり、住民

の命と暮らしを支えるコミュニティを支える存

在である」と説いています。 

第 9 回の植田氏は、日本では学校教育の位置づ

けの低さと軽さがコロナで浮き彫りになり、知育

教育がICTに置き換えられようとしていることな

どを紹介し、「人間の発達にとって労働が持つ本

質的な意味。現実社会の中で見られる『人材』育

成のための教育が意味するものは、教育を自らの

ものにしていく人材育成の教育」であり、「人格の

完成」(新旧教育基本法)とは人間的自立をめざす

ものであるとして、「学校教育は地域社会とのか

かわりの中で生まれる。教育課程（経営指針）は

保護者や子どもたちと地域の人たちと励まされ

教育課程をつくる必要がある」と提起しています。 

 

同友会運動への期待 

 各講師から、同友会理念や「人を生かす経営（労

使見解」の確かさが語られるとともに、経営指針

の運動や金融アセスメント法、中小企業憲章・条

例推進運動などを通じて、社会的な影響を持ち、

その実践と発信が期待されていることが強調さ

れました。 

 また、最終講の田山氏は、日本の将来を考えて

いく同友会役員として、どのように問題意識を持

つべきかということについて、低賃金構造となっ

ている中での最低賃金の引き上げと日本の経済

成長、地域が良くなっているかということについ

て中小企業振興基本条例を挙げ問題提起しまし

た。これらは企業づくりの問題と地域づくりの問

題としてとらえられるとともに、同友会としての

リーダーシップの課題として議論されました。 
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まとめ～ポスト・コロナの課題と対応（企業として、同友会として） 

 

 コロナ禍は 3年にわたり、パンデミックによる「コロナショック」、その後の「ニューノーマル」と言

われる新たな社会への変化・変容が起きてくる中、変化への対応や優越的地位を利用するなどして発展

成長している企業もあれば、その一方で、立場の弱い企業や人々へのしわ寄せが浮き彫りになり、格差

が広がっています。また、変異種による新たな感染拡大の不安感は今もぬぐえず、終息の兆しも見えて

こない中、緊急融資の返済が始まり、破綻の危機に瀕する中小企業が増えています。 

 2020 年 3 月に発足した中同協新型コロナウイルス対策本部は、これまで 6回にわたる会員企業の影響

調査を実施するとともに、10 次の政策・要望提言を発表し、会員に向けては、危機に対応する企業づく

りのあり方などについて 4回「会長談話」を発表しました。また 4月には価格転嫁と資金繰り問題で本

部長談話も発表しました。 

 同本部会議では、10 回のポスト・コロナ研究会を通じて同友会としての課題について意見交換し、同

友会としてこの教訓を、どのように今後の活動や「中小企業の見地から展望する日本経済ビジョン」「同

友会運動の将来展望」見直しの議論に生かすべきかを議論し、意見が出しあわれました。 

 また、その後、今年 1月には感染拡大の第 6波というかつてない規模の感染者や濃厚接触者数を経験

し、2 月に同本部として実施した「新型コロナウイルスに関する国への緊急要望アンケート」結果も受

け、3 つの柱を立てて、以下のようにポスト・コロナについての情勢変化や企業、同友会のありようを

まとめました。 

 

１．情勢変化～社会的変化を「変革」のチャンスととらえる 

 

（１）SDGs、「ビジネスと人権」など、新しい社会のありようへ 

国連は 2030 年までの持続可能な開発目標（SDGs）を 2015 年に発表し、利益至上主義、一国主義から、

「だれ一人取り残さない」ために国際的な連帯とアクションを求めています。 

同友会の歴史と理念、「中小企業における労使関係の見解」には、中小企業や同友会のめざす姿がうた

うわれており、同友会や会員企業は SDGs の精神を先取りし、実践してきました。 

企業として地域として、あるべき姿を問いかけつつ、付加価値を高めるために実践する、変化に対応

していく必要があります。 

 

（２）非接触型社会で求められる新たなソリューション 

感染拡大を抑えるため、対面や接触を避け、リモートワークやテレワークも一気に加速化し、非接触

型社会となり、組織や人と人とのあり方に大きな変化をもたらしています。現場を抱える中小企業にと

ってもこの変化は無視できない状況であり、現場のあり方、採用や社員教育など人と人とがかかわる場

面で変化が求められています。 

非接触社会が一気に進展することで、デジタル技術による変革（DX、デジタル・トランスフォーメー

ション)は急速に進み、企業や同友会にとって、業務改革である BX(ビジネス・トランスフォーメーショ

ン)、組織の変革としての CX(コーポレート・トランスフォーメーション)を実現していくことが大切で

す。これまでの「先進」が「普通」になり、あっという間に「後進」になる、変化の加速化も無視でき

ません。課題の解決（ソリューション）は多方面で要請され、経営者として高い感度と判断力、リーダ

ーシップが求められています。 

一方で、オンラインに対してオフラインでの対面、人と人との直接的なふれあいの重さも見直されて

おり、中小企業の個性を生かした取り組みが期待されています。 

 

（３）中央集権型から分散型ネットワークの時代へ、地域内経済循環を 

 インバウンド需要が急速に縮退していく中で、域内循環が高まり、住民の命と暮らしを支えるコミュ

ニティを中小企業が支えていることを自覚する機会が増えました。同時にその中小企業を支える自治体

や地域金融機関の役割・存在意義が問われ、諸制度の整備・憲章とともに相互連携が求められています。

また、デジタル化が進む中、ローカルに働き、グローバルに事業展開できる可能性が高まり、地方でや

れることは地方、分散型でできることは分散してという流れが高まっています。 

 国レベルでは中小企業憲章、自治体レベルでは中小企業振興基本条例の実効性も問われることとなり、

金融の金融施策はある程度功を奏したものの、今後は抜本的な産業育成、中小企業振興策や制度が求め
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られます。産学官金連携とともに地域内経済循環のカギとなるエネルギーシフトへの取り組みなど、持

続可能な地域内循環をいかに中小企業が担っていくか、地域の中長期ビジョンとアクションプラン、さ

らにはその実効性を高めていくことが課題です。 

 

（４）生産年齢人口の減少と多様性への対応 

国内の人口減少に先んじて始まった生産年齢人口の減少は今後加速化し、生産年齢人口が減少する一

方で老齢人口割合が増え、確実に社会的課題が増えていきます。企業として日本社会として、同一水準

の経済活動に必要な労働力の獲得が困難になる「労働力喪失時代」を迎え、国内の需要の縮退も急速に

進むこと、現状の企業活動の延長線上の仕事はなくなる可能性があることを意識する必要があります。

地域や社会的課題、めざすべき社会のありように向けた課題解決は、中小企業の経営課題であり、新事

業にもつながります。 

また、中小企業の多様性は、経営者やそこで働く人々の多様性の反映でもあり、生み出される付加価

値の源泉でもあると言えます。多様性・包摂性・柔軟性の価値観をもち、弱い立場の人々への配慮をす

ることが、地域経済の底上げ、自社の存在意義を高めることにつながります。 

 

（５）学ぶこと・働くこと・生きることをつなぐ 

 社会の中で生きていく人間を育てる、人格の完成へ向けた教育は、従来は学校教育だけではなく、地

域社会、企業が担っていました。コロナ禍でオンライン講義など ICT による「知育」のみが進み、人格

形成に必要な教育、リベラルアーツが軽視されてきています。さらには、「メンバーシップ型」の雇用シ

ステムから「ジョブ型」雇用への転換、成果主義や非正規化が広がる中、社会が担ってきた人間として

の自立を育む力が徐々に失われてきています。 

 PTA や町内会など地域の子どもや若者に目を配り、学校教育にもかかわり、一人ひとりのすばらしさ

を見いだし、さらには個々の能力を、仕事を通じて引き出し、事業にもつなぐことができるのは中小企

業です。 

 学ぶことが知識にとどまり、働くことが成長につながらず、やりがいや生きがいを見いだせない若者

が増える中、中小企業やその経営者の役割が期待されています。 

 

２.新たな社会に求められる企業づくり 
 

（１）危機を乗り越えるための８つの企業づくりの方向 

 2020 年 7 月、当本部方針として、「同友会の英知を集め、総力をあげて「コロナショック」を乗り切
ろう」と、企業づくりについて、危機を乗り越えるため以下の 8 点を提起しました。7 点目まではリー
マンショック後の企業づくりに通じるものですが、本部及び正副会長会議ではコロナ禍は長期にわたる

と考え、新たに 8点目を追加。営業キャッシュフローの改善は、緊急融資の返済が始まる中で、喫緊の

課題となっており、全社を挙げていかに対応するかが問われています。 

  ①危機を乗り越える経営姿勢を明確に示しましょう 
  ②財務対策・資金手当てに全力をあげましょう 
  ③危機感を社内で共有し、経営方針や経営計画を見直しましょう 
  ④知恵を集めて新たな仕事づくりに取り組みましょう 
  ⑤採用と教育、万能型BCP策定のチャンスととらえましょう 
  ⑥「見える化」と情報発信に取り組みましょう 
  ⑦勇気を出して相談し、会員間ネットワークを強化・活用しましょう 
  ⑧なぜ利益を出すのかを社員とともに考え、雇用を守り、全社一丸となって黒字化へ（営業キャッ

シュフローの黒字化） 
 

（２）ポスト・コロナの企業づくりの６つの視点 

ポスト・コロナについては、①理念と手段の切り分け、②業界動向と自社の立ち位置を把握する、③

事業再構築、企業変革への機会とらえる、④金融問題への対応、⑤人材育成、地域課題への取り組み⑦

企業づくりの基本「労使見解」の学びなおしと経営姿勢の確認、の６点について、企業づくりのポイン

トをまとめました。 
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① 経営者姿勢と経営理念がますます重要に～理念と手段の切り分け 
激動期に企業の羅針盤が定まらないことは、企業の将来を見失うことにつながります。経営者が

哲学を、企業は経営理念・ビジョンを持ち、発信し、関係者と共有すること。また実行にあたって

は手段・方法と目的、戦術と戦略を混同しないことです。経営環境、雇用環境など、企業にとって

地域にとっても一気に変化がすすみ、感染拡大と同様に大きな波、業界や地域によっては津波のよ

うな破壊的波が短期間に何度も押し寄せています。手段や方法は柔軟に変化・対応しながらも、常

に原点に立ち返り、社内外に方向性を示して発信・共有することで、全社一丸さらには、企業間、

外部機関との連携や取り組みをすすめることができるようになります。 

 

②業界動向と自社の立ち位置を把握する 

 自社の業界は縮小しているのか拡大しているのか、またその中で自社がとるべき方向性は何か、

数値のもとづく把握と前進、撤退・縮小を見極めること。例えば、拡大する業界で自社の売上拡大

傾向にあれば生産性の向上や新製品開発に着手し、売上縮小傾向にあれば経営診断する。一方、縮

小する業界で自社の売上拡大傾向にあればニッチトップ戦略や新規事業に着手し、売上縮小傾向に

あれば、撤退・縮小を検討するというものです。事業再構築の際の方向性を見極めるうえで、各省

庁や自治体、信頼のおける研究機関が定期的に出している各種統計を活用することで、より確実な

傾向をつかみ、手を打つことができます。 

 

③事業再構築、企業変革のチャンス～革新（創新）のためのイノベーション 

変化が大きければ大きいほど新たな市場も生まれます。上流から下流へ、下流から上流へ、異分

野、異業種など新たな市場開拓へ、ニッチ市場を見いだす１０年に一度のチャンスをとらえるとき

です。新たな生活様式で三密回避型の産業構造が生まれつつあります。この変化は新市場進出に挑

戦するチャンスです。 

AI や IoT、５G などデジタルインフラが整備され、非接触サービスが日常的に提供できるように

なります。一方で、開発・設計や生産、受・発注、決済、さらに労働環境や間接部門など企業活動

の各分野でデジタル化への対応が求められます。「コロナが終息しても元に戻らない」変化です。デ

ジタル化は当然のことながら、変化に柔軟に対応できる DX、BX、CX を総合的に進めるチャンスで

す。そのことは人件費に対するコスト意識を変え、付加価値増大に向けて、働く環境を整備してい

くチャンスでもあります。変化が大きい時の企業としての「革新」は、新たに創り出す「創新」で

あり、企業家精神を存分に発揮し、事業を変革し、再構築する絶好の機会となります。 

 

④「価値共創」を金融問題とともに 

コロナによる金融分野での課題は、短期的には資金繰り、中期的には追加借り入れと返済の長期

化が予想されます。「伴走型支援」をすすめている地域金融機関に対し、積極的、定期的に決算書を

もとに経営状況を開示するとともに、経営指針をもとに経済産業省のローカルベンチマークや内閣

府の経営デザインシートで企業の未来図を共有しておくことで信用力が増し、信頼関係も強まりま

す。事業計画の見直しにより収益改善を明確にし、改善していくことができます。長期的には、ポ

スト・コロナの好循環に向けて、事業改善の方向性を共有し、中小企業の活性化が地域金融機関の

活性化につながるという「価値共創」についての共通認識を持つよう働きかけることで、地域経済

エコシステムを実現し、地域の活性化を共に担う関係をつくることができます。 

 

⑤人材育成と持続可能なビジネスの創出～地域課題への取り組み 

 国際的にも、地域においても、危機や災害に強い安全・安心で住みやすい平和な環境をつくるこ

とが望まれています。一部の国や地域、企業や人だけが恩恵を被るのではなく、貧困化を克服し、

だれ一人取り残さない持続可能な循環型経済をめざすことが望まれています。基本は 1社 1 社、一

人ひとりがその主体者であることを自覚すること、その環を担う重要な役割を中小企業が担ってい

ることを自覚し、誇りを持ちましょう。 

地域に絆を結ぶリーダーともなる中小企業経営者自身が、同友会などで学ぶなど一人で悩まない

ことがまず大事ですが、地域における自社の役割は、経済循環だけでなく、地域社会全般を結ぶ社

会的役割を担っていることに誇りを持ちましょう。地域の祭りやイベントのありようが変化し、直

接接触する機会が失われる中で、地域の絆を結び一人ひとりを孤独から解放し、地域の連携で人を
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育て、社会的課題に取り組むことも期待されています。 

また、エネルギーシフトなど地域内経済循環を担っていることを意識すること、地域を愛し中小

企業で働くことに生きがい、やりがいの持てる企業をつくり、若者を迎え入れることは、地域の未

来を豊かに育むことに繋がります。 

  

⑥企業づくりの基本「労使見解」の学びなおしと経営姿勢の確認 

「中小企業における労使関係の見解」（労使見解）では、①結社の自由、団体交渉権の本質を描写し

つつ、②対等な労使関係、人間中心のアプローチの核心をつき、③変革や危機を乗り越える強靭性の

基礎を説くなど、普遍的価値を反映しつつ、日本的で、持続可能性に寄与する労使関係のモデルをつ

くっていると評価されています。 

2019 年には『働く環境づくりの手引き』、10 人未満の会社でも就業規則をつくれる『就業規則のつ

くり方』の書籍を発刊。同年、中同協として「最賃の引き上げに関する見解」を①地域格差を是正す

る制度の創設、②社会保険料助成制度の創設、③取引関係の適正化の３点にまとめて発表しました。

2020 年からは「働く環境づくり強化月間」（2～3月）を設けて、(1)毎年 36 協定を提出すること、(2)

社員とともに就業規則を見直すことの 2点を全国で取り組むよう呼びかけています。また、日本経済

の底上げのために社内最低賃金「時給 1500 円」を目標にしていくことも問題提起されています。 

労使見解が発表された時代は、大企業優遇施策のもとで財政、税制、金融、資材、下請関係、不公

正取引など改善しなければならない課題が多くあり、労使交渉による急激な賃上げ圧力で、価格転嫁

をいかにしていくかという課題の一方で、労使の信頼関係をどのように築くか、企業の内部要因や外

部要因に起因する課題解決が起草のベースにありました。 

円安、ウクライナ問題も重なり、原材料・資材・燃料の高騰、賃上げへの対応を全社一丸となって

いかにすすめていくか、さらに取引企業に負担を押し付けるのではなく、社会の発展と経済の発展の

関係性を明らかにし、付加価値の増大で「共通価値の創造」をめざす姿勢が求められます。 

 

３. 今後の同友会運動のあり方 
 自主・自立を大事にする同友会の姿勢は、企業づくりにおいても、地域づくりにおいても新たな可能

性を切り開くものです。中同協では 2019 年に「同友会運動の将来展望（10 年ビジョン）」を発表し、①

一人ひとりのすばらしさが発揮できる企業づくり、②中小企業憲章の精神を体現し広める、③強靭な組

織つくり、④同友会理念の実践と世界への発信を打ち出しました。 

コロナ禍の経験と同友会の活動は、「1 社もつぶさない」「活動を止めない」という発災直後からの連

帯の精神の発揮と、「雇用を守り、地域を守る」と、会内で声かけあい、外部機関と連携して、窮状に立

ち向かい地域全体で取り組むなど、このビジョンを豊かに裏付けるものともなりました。 

国際的にもウクライナ侵攻に対する会長談話を発表し、平和の連帯へ向け意思表明しました。 

中同協新型コロナウイルス対策本部で企業づくりの柱を打ち出し、会長談話や本部長談話を発表する

とともに、調査や要望・提言を通じて対外発信・連携を強化し、中小企業庁や金融庁、国会各政党、金

融機関の全国組織や中小企業団体、労働団体、報道機関との関係性を広げています。 

これら、ポスト・コロナにおける同友会運動は、日本の未来、地域の未来における中小企業の役割を

踏まえ、「三つの目的」「自主・民主・連帯の精神」「国民や地域と歩む中小企業」の理念を、確実に実践

しているのかどうかが問われています。 

外部からの期待が高まる中、理念的にも財政的にも、自主・自立の精神で行政や金融機関などと対等

の立場で意見交換し、中小企業の声を届け、経営環境を変えていく発信力の強化が求められています。 

 

（１） 先進性とぶれない中小企業像 
 経営指針や企業変革支援プログラムなど、同友会会員が議論して創造し、その実践を促していること

に加え、更なる高みを目指して今回「ポスト・コロナの企業づくりの６つの視点」をまとめました。 

 新たな企業のありようは、同友会がめざす企業づくりでもあります。 

 全国の企業づくりの実践の成果と教訓に学び、強靭な経営体質をつくる機会が多く設けられることで

学び実践する会員も増えてきます。 

 経営指針作りの過程はもちろん、実践を促すため、役員会、例会、小グループ活動など、あらゆる場

面で、本音で経営の悩みや不安を語りあい、困難を克服するための励ましあい、学びあい、企業家精神

を発揮した新たな挑戦を促す場としていきたいものです。 
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（２）危機における同友会の意義の評価と役割発揮 

 自然災害や疫病による災害にかかわらず、中小企業は常に社会的影響を受けやすい存在です。日ごろ

から企業づくりの活動を積極的に進めるとともに、どのような状況にあっても、創意工夫して、声かけ

あい活動を止めない努力をすることで連帯感も高まり、同友会が身近にあることが、孤独な経営者の心

の支えになります。 

 また、実態や要望の調査などでは、同友会を身近に感じている会員が増えるほど回答率も上がり、

e.doyu などを活用することで、より実態に近く早くその声を集めることができます。またその結果を発

信し、行政や金融機関とも懇談することで経営環境の改善に積極的に活用することもできてきました。 

 コロナ禍で影響を受ける会員が増えているにもかかわらず、仲間意識が高まり、経営環境も変えてい

ける頼れる同友会と信頼感も高まっており、2021 年度は全国の会員数が 590 名増え、退会率が過去最低

になったことがそのことを象徴的に表しています。 

 

（３）地域づくりにおける中小企業団体との連携と同友会としてのリーダーシップの発揮 

 食料やエネルギー資源の海外依存度の高い日本は、国際的な動向が即座に中小企業や地域経済に波及

し、不安定な状況におかれます。一方、「SDGs」や「ビジネスと人権」のように、企業づくりが国際的レ

ベルで評価されるようになり、同友会がめざす企業像は外部からも高く評価されてきています。 

世界的な視座、大局的な観点から、社会課題解決に同友会として、企業として取り組む意義を明確に

して実践していくことが望まれています。 

地域の課題は自社の課題でもあります。「新・企業変革支援プログラム」には「企業の社会的責任」の

カテゴリーが追加され、企業の社会的ありよう、ひいては同友会としての取り組みも問いかけています。 

中小企業振興基本条例活用の実態を各同友会の支部・地区レベルで検証するとともに、自治体とのつ

ながりを強め、中小企業が社会の主役となるよう、企業の内部環境と外部環境を検証し、実践を進めた

いものです。 

日本の社会や経済が大きく変化していく中で、「人間の復興」に向けて、同友会理念と歴史に確信を持

ち、中小企業であることに誇りをもって発信していくことが重要です。 
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